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株式会社アクロネットの株式取得および新株引受権付無担保社債の取得について 

 
 

記 
 
当社は、平成 20 年９月１日開催の取締役会において、株式会社アクロネット（東京都中央区、以下

「アクロネット」）の発行済み株式につき、現行保有分とあわせて 13.3%取得すること及び新株引受権

付無担保社債を取得することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 
概要は下記の通りであります。 

 
１．株式及び新株引受権付無担保社債取得の理由 

当社は、ＰＣ／ＰＣサーバーに特化した企業の情報システム部門のアウトソーシングを主業務と

して発足し、以来、常に「お客様にとってこれが最適か？」を自問自答し、妥協のないサービスを

提供しております。 
アクロネットは、あらゆるニーズに対応できる技術やノウハウを有した企業が参画しており、そ

れぞれ専門分野に集中することでより高いスキルを目指し、付加価値の高いサービスを提供してお

ります。 
当社は、平成 19 年 11 月にアクロネットの株式を取得し、現在、同社株式の 8.8%を保有してお

ります。今回、相互の関係強化をより一層図ることを目的として、同社株式 200 株を取得し、現行

保有分とあわせた保有割合を 13.3%といたします。 
同時に、アクロネットの第 1 回新株引受権付無担保社債を 1 個取得いたします。この新株引受権

を行使した場合、当社の保有株数は 100 株増加し、保有割合は 15.2%となります。 
今後は、アクロネットとの関係強化を更に推進するとともに、お互いの事業を強化し、相互の発

展を目指します。 
 

 



２．株式会社アクロネットの概要 
（１）商 号 株式会社アクロネット 
（２）代 表 者 代表取締役 石田 知義 
（３）本社所在地  東京都中央区日本橋本町 4-8-15 ネオカワイビル 6 階 
（４）設立年月日 2000 年 3 月 21 日 
（５）主な事業内容  IT 関連企業向けトータルサポートサービス（営業・経営

支援サービス、営業代理サービス、ＳＩサービス、インキ

ュベーションオフィスサービス、ファイナンスサービス）

（６）決算期 12 月 31 日 
（７）従 業 員 数 45 名（2007 年 12 月現在） 
（８）資 本 金 2 億 1,675 万円 （2007 年 12 月現在） 
（９）発行済株式総数 4,520 株 
（10）大株主構成及び所有割合 石田 知義 17.4% 
 モジュレ株式会社 8.8% 
 松村 由紀夫 8.3% 

 
３．株式の取得先 

（１）氏 名：中野 稔 
（２）提出会社（当社）との関係：当社と資本的・人的・取引関係はありません。 

 
４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数：400 株（所有割合 8.8%）   （議決権の数 400 個） 
（２）取 得 株 式 数：200 株（取得価額 40 百万円） （議決権の数 200 個） 
（３）異動後の所有株式数：600 株（所有割合 13.3%）   （議決権の数 600 個） 

 
５．新株引受権付無担保社債の取得先 

（１）氏 名：石田 知義（株式会社アクロネット 代表取締役） 
（２）提出会社（当社）との関係：当社と資本的・人的・取引関係はありません。 

 
６．取得する新株引受権付無担保社債の内容 

（１）取 得 す る 銘 柄：株式会社アクロネット第 1 回無担保社債 
（２）取 得 す る 個 数：1 個 
（３）行 使 請 求 期 間：自 平成 14 年２月 15 日  至 平成 23 年２月 13 日 
（４）社 債 券 の 金 額：5,000,000 円 
（５）行 使 価 額：普通株式１株につき 50,000 円 
（６）取 得 の 対 価：200,000 円 
（７）権利行使した場合の株式数：100 株（発行済株式数の 2.2%） 



７．日 程 
平成 20 年９月１日 取締役会決議 
平成 20 年９月１日 株式譲渡契約書及び新株引受権譲渡契約書締結 
平成 20 年９月１日 株式及び新株引受権付無担保社債取得 

 
８．今後の見通し 

当該決定による今期業績への影響は軽微であります。 
来期以降の業績に与える影響につきましては、来期以降の業績予想に含めて発表いたします。 

 
 

以上 


